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佐藤くみ子議員の代表質問（3月 5日） 

佐藤議員は冒頭、安倍自公政権がねらう改憲と TPP 交渉参加の動きを、国

内外の世論に逆らい、公約違反で国民を欺くものだと批判、市長の認識をた

だしました。 

鷲澤市長は、「憲法は不磨の大典ではない」と従来の答弁を繰り返すとと

もに、「国民主権など基本理念を堅持し、国民の間で十分議論、幅広く支持

されなければならない」と答弁。TPP 問題については、「慎重な対応をのぞむ」としながら、「日

米共同声明で『聖域なき関税撤廃』が参加の前提でないことが確認され」たとの認識を示し、国

民を欺く安倍首相を追認する形となりました。 

 

市民所得は 14 年間で 45 万円減少！ 賃上げと雇用拡大、生活支援の施策を

佐藤議員は、鷲澤市長の就任から 11 年間の事務事業見直しや補

助金などの削減額と直近 5年間の使用料・手数料の改定影響額の合

計が 24 億 3674 万 5000 円にのぼることを指摘。具体例として、老

人憩いの家使用料は 60 歳以上 70 円が 100 円、120 円、150 円に上

がり、成人学校受講料は平成 20 年 5000 円から 5800 円、6500 円、

7300 円、8000 円に上がったことを示しました。「結局、市民の暮ら

しを犠牲にしながら、コンクリート製の箱物事業を最優先してきた

のが 3 期 12 年の鷲澤市政ではなかったか」とのべ、公共施設の維

佐藤議員は、労働法制改悪で非正規雇用が増大し、低賃金のもとで生活

保護受給者が増えていると指摘。安倍政権の生活保護削減は「夫婦子ども

2人世帯で月 2万円削減」などさらなる貧困を強いるもので、撤回すべき

だと主張しました。地方公務員賃金引き下げの影響を問うとともに、「デ

フレ不況の脱却には、働く人の所得を増やすための賃上げや正規雇用の拡

大などが必要」と党の政策を紹介。市民所得の実態と雇用拡大策をただし

ました。 

商工観光部長は、平成 9年度と今年度の比較で一人当たり給与所得が 365 万 7 千円から 320 万

7 千円へ、14 年間で 45 万円（約 12％）減少していると答弁。地方公務員の賃下げの影響につい

て、「消費減少とデフレスパイラルが懸念される」とこたえました。総務部長は、国が地方交付

税を削って地方公務員の賃下げを強要することには「地方分権に逆行」と批判しつつ、「交付税

削減で財政が厳しくなると予想され、本市職員の給与についても慎重に検討」と市職員の賃下げ

に含みを残しました。 

 

鷲澤市政で市民負担増は 24 億円以上！ 箱物事業優先の見直しを求める 

（裏面へ）



 持・更新など、住民の命と暮らしを守り、地域経済再生に役立つ施策・事業の推進を求めました。

これにたいし市長は、「経費節減のために状況に応じた事務事業見直しは不可欠。負担金、補

助金の見直しもその一つ。使用料等の改定は受益者に応分の負担をお願いした」とのべ、市民の

生活苦に思いをよせる言葉はありませんでした。大規模プロジェクト事業については、「これま

での健全財政から生み出した基金を財源にあてるので、他の事業に影響はない」と推進を表明し

ました。 

 

生活保護基準引き下げで就学援助が後退しないよう、取り組み強化を  

生活保護基準額の引き下げは他の制度にも影響します。とりわけ就学

援助について佐藤議員は、「長野市になおすと 680 人、とくに母子・父子

世帯に影響が及ぶといわれる。子どもの学習権を守り、いまより制度が

後退することのないよう、取り組みの強化を」と求めました。 

教育次長は、国が対策を検討しているとして、「動向を注視する」にと

どまり、市独自の対策には踏み込みませんでした。 

 

灯油値上がりは 11 週連続、暮らしを直撃  「福祉灯油」の実施を求める 

例年以上の厳しい冷え込みと燃料高騰が暮らしを直撃しているなかで、党市議団や「生活と健

康を守る会」などは、福祉灯油の実施を繰り返し求めています。佐藤議員は代表質問でも取り上

げ、あらためて低所得者むけの福祉灯油の実施をせまりました。 

保健福祉部長は、灯油値上がりが 11 週連続し、市民生活に影響していることは認めながら、「前

年比では急激な負担増ではない」「国の支援方針が打ち出されていない」ことを理由に、実施に

背を向けました。 

答弁では、灯油価格について、前回実施時(平成 20 年 1 月から 3月)

は前年比で 1リットルあたり平均 21.6 円増で、1世帯平均の負担増が

1 万円を上回ったが、今冬は前年比 1 リットルあたり 7.7 円増で 1 世

帯平均 4千円弱の負担増であり、「前回ほど急激な負担増ではない」と

しています。しかし、灯油価格が前回の急激な高騰からもとの水準に

下がったわけではなく、高騰が続いているのが実態です。 


